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論文内容要旨 
 
博士論文：「政治経済学」の現代的意義および限界に関する方法論的考察 
（A methodological study on modern contributions and limits of “Political Economy”） 
 
玉手慎太郎（Tamate Shintaro） 
 
本研究の目的は、現代における「政治経済学 Political Economy」の方法論的考察にある。
そしてその考察の焦点は、政治経済学の現代的意義と、そこになお課せられてしまう限界
とに当てられる。あくまで現代における意義と限界を明らかにするという目的を立てるた
め、考察は常に現代の主流派経済学（エコノミクス Economics）との対比の上に論じられ
ることになる。すなわち、主流派経済学が捉え損なっている部分（しかし経済学として決
して軽視すべきではない部分）を明らかにすることにこそ、政治経済学の現代的意義があ
るということ、しかし同時に、その現代的意義には困難な限界もあること、これが本研究
の主張の基本的な方向性である。 
本稿は三部構成である。すなわち、第Ⅰ部において学説史的視点から、第Ⅱ部において
センに基づいた方法論的視点から、そして第Ⅲ部においてはより広範な方法論的視点から、
それぞれ経済学と倫理学的考察との関係性を議論する。 
第Ⅰ部では、政治経済学とエコノミクスとの差異の意味を明らかにするために、イギリ
ス経済学説の発展における「政治経済学」から「エコノミクス」への用語の転換に焦点を
絞ったひとつの経済学説小史を描く。まず第１章では実際にエコノミクスという名称を用
いた初期の経済学者の議論をまとめる。この名称は一般にアルフレッド・マーシャルによ
って用いられ出したものと認識されているが、実際には同時期に（そしてやや早く）ウィ
リアム・S・ジェヴォンズおよびヘンリー・D・マクラウドによって用いられている。彼ら
がエコノミクスという名称を用いた意図は、それぞれに異なる形ではあれど、経済学の研
究対象を厳密な経済現象に限定することにあった。これに対して、決定的に異なる形でエ
コノミクスという名称を用いたのがライオネル・ロビンズである。ロビンズは研究者自身
の価値判断を排除し経済学を伽間的な科学として成立させようという意図を持ってこの名
称を用いた。そしてそれと同時に、エコノミクスの純粋理論に実際に価値判断を加えて政
策を論じる学問として「政治経済学」を再構成した。 
第 2 章ではこのようなロビンズの方法論の内実にさらに踏み込む。ロビンズの方法論は
経済学における価値判断について、客体の価値判断と主体の価値判断を厳密に区別する視
点に立っている。そしてロビンズが経済学と倫理学との厳密な区別を言うとき、そこには
主体の価値判断の排除と同時に、客体の価値判断については事実として扱うことができる
という考えがある。この考え方についてロビンズはマックス・ヴェーバーに依拠している
が、ロビンズはヴェーバーの方法論を誤読している。ロビンズがそのように誤読したのは、
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彼が目的についての対立を端的に前提とし、せめて客観的な技術の場面では論争に決着を
つけたいと考えていたことに起因すると考えられる。 
最終的に、「政治経済学」から「エコノミクス」への名称の転換は、研究対象の限定とい
う「政治現象からの分離」としての「脱政治化」と、研究者自身の規範的判断の排除とい
う「政策論からの分離」としての「脱政治化」の、2つの脱政治化の過程として整理できる。
これら２つの試みはともに「政治 political」という形容詞を巡っての論点であるが、決定的
に異なるものである。そして、より決定的なのは後者の脱政治化である。この後者の脱政
治化すなわち客体レベルと主体レベル双方における価値判断の排除に、エコノミクスの倫
理学的な欠陥が潜んでいること、これを指摘したのがアマルティア・センであり、第Ⅱ部
ではこの批判の意義と全体像を明らかにする。 
第 3 章ではエコノミクスが、その実証理論としての側面と規範理論としての側面のそれ
ぞれにおいて暗黙に功利主義を仮定していることを指摘する。前者はエコノミクスにおけ
るホモ・エコノミクス仮定に関わる問題であり、後者は厚生経済学における「厚生経済学
の基本定理」に関わる問題である。これらはそれぞれ客体の価値判断と主体の価値判断に
ついての単純化を含んでいる。 
第 4 章では、そのような単純化がエコノミクスにもたらした諸問題について議論する。
まず人間観について、ホモ・エコノミクス仮定が、①その人の厚生はその人自身の消費に
のみ依存する、②人の目標はその人自身の厚生の最大化である、③人の選択はその人自身
の目標の追求から直接導ける、という 3 つの特徴を持つことを指摘する。これら 3 つの特
徴によって、エコノミクスにおいてはある一人の人間の「消費」「厚生」「目標」「選択」の
間での区別を行い得ないものとなってしまっている。つづいて規範について、功利主義の
規範を「帰結主義」「厚生主義」「総和による順位付け」に階層的に分割した上で、そのそ
れぞれについて倫理的に問題があることを指摘する。功利主義は結局のところ、帰結以外
の要素を考慮できないし、帰結についても厚生以外の要素を考慮できないし、その厚生に
ついても総和以外の側面を考慮できない。 
以上のようにセンは功利主義を批判するが、一方でエコノミクスが必要以上に功利主義
を矮小化していしまっている側面があることも同時に指摘する。これをみるのが第５章で
ある。ここでは功利主義の本来の批判精神が、事実と規範を自動的に一致させる厚生経済
学の基本定理によって失われてしまっていること、および功利主義本来の「比較」という
態度が現状への批判として強い力を持っていることが指摘される。センにとって規範とは
現状を批判すべきものであり、そして現状の批判は単一の理想を目指すのではなく現実的
な比較対照による判断に基づくべきものである。 
第Ⅱ部で行ったセンの広範な主張の整理をふまえて、第Ⅲ部では客体の価値判断および
主体の価値判断にエコノミクス以上の価値判断を含める試みについて、セン自身の問題設
定と探求を越えて考察していく。第６章では、21世紀に入ってから大きく発展を遂げた「行
動経済学」の方法論が、ホモ・エコノミクス仮定を乗り越える試みとして成功しているの
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かどうかを検討する。行動経済学の方法論は経済合理的な行動では説明できない人間行動
を経済学に取り込むが、それはあくまでそのような非経済合理的な行動が系統立っている
場合、すなわち一般化できる場合に限られる。一般化できない行為については例外として
処理する点で、それは客体の価値判断の豊穣化としては限界を持っている。これに対して、
個々人が主体的に価値を見出している限りその行動は合理的だと判断するセンのエージェ
ンシー論は、個々の文脈に応じた（必ずしも一般化できない）行為についても射程に含ん
でいる点で、行動経済学よりも人間行動をより深く認識できる。しかしエージェンシー概
念はまさに一般化できないものも取り込もうとする点で、一般性を基礎とするエコノミク
スの姿勢と相容れない。エコノミクスにおける一般性への要求と倫理学における文脈性へ
の要求との間には衝突がある。 
ホモ・エコノミクス仮定への批判は基本的に、現実の人間行動を記述する上で不正確で
あるという点を突くものである。しかしホモ・エコノミクス仮定にはさらに、個人間の利
害対立を現実以上に強調してしまうという問題点がある。その強調がいかに主体の価値判
断の考察の幅を狭めているのかを論じるのが最終第７章である。ロールズに代表される現
代規範理論は、財の稀少性と人びとの多様性（利害対立の存在）によって特徴づけられる
「正義の状況」を議論の前提として受け入れている。しかしロールズ以前の社会思想には、
この正義の状況を前提せずむしろそれを解消しようとするものが少なくない（マルクスの
共産主義思想やルソーの社会契約論）のであり、この前提は決して自明ではない。一見し
て明らかなように、正義の状況はエコノミクスの問題設定と一致しており、この前提をお
くことにはエコノミクスの影響があると推測される。そのような正義の状況の前提は、主
体の価値判断の検討の可能性を事前に狭めてしまうものである。 
そのような前提からの制約を、短絡的な調和の前提に陥らずに乗り越える方向性を、セ
ンのエージェンシー論およびそこから発展したアイデンティティ論の中に見て取ることが
できる。センが指摘するのは、人びとは複数のアイデンティティを持ちその中で選択をな
すものであるから、単一のアイデンティティで人を認識するのは誤りであると同時に利害
対立を強調するものになり得るというものである。この主張を正義の状況の文脈にあては
めれば、単一の側面からの利害対立か、単一の側面からの調和かという問を立てること自
体が問題なのであり、ある面では対立しつつも他の面では強調しうるような多面的な人間
関係の把握が必要だということになる。そしてそのように考えるならば、正義の状況を前
提する必要はもはやない。 
第Ⅰ部では政治経済学からエコノミクスへの転換のなかで、経済学から価値が排除され
てきたことをみる。第Ⅱ部ではセンの議論に基づいて、そのような価値の排除がエコノミ
クスにもたらした欠陥を明らかにする。そして第Ⅲ部では、客体の価値判断においても規
範の価値判断においても、エコノミクスの思考法の前提は必ずしも自明ではないこと、し
かしそれを乗り越えるには困難があることを指摘する。しかし同時に示されるのは、２つ
の価値判断の両面においてセンのエージェンシー論を（後者については特にアイデンティ
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ティ論も）それらの問題の明確に認識し乗り越えようとしているものとして、肯定的に再
評価できるということである。センのエージェンシー論には理論の一般性との衝突がある
ため、これをもってあらゆる問題の即座の解決とすることはできないが、それが経済学と
倫理学的考察との関係性の問題について重要な進展をなしていることは確かである。この
論点のさらなる検討を今後の課題として提示することをもって、本研究は閉じられる。 
（本文 4,039字） 
